
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

大学生等保護者生活支援事業（R8物
価高騰対応）

①物価高が続く中で、家計の経済的負担が増加している
高等教育を受けている大学生等を扶養している保護者を
支援する。
②子ども一人あたり３万円の支援金給付及び事務費
③支援金：30千円×990人（学齢人口、大学等進学率から
積算）＝29,700千円
事務費：郵送料109千円
その他（C）欄の額は、事業費が交付限度額を超えるため
一般財源で対応するもの。
④学校教育法に定める大学、短期大学、高等専門学校、
専修学校及び各種学校に在学している学生を扶養してい
る南魚沼市内に住所を有する父母または養育者

R8.4 R9.3

2
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

中学校給食費無償化事業（R8物価高
騰対応）

①物価高騰により家計に特に大きな影響を受けている子
育て世帯の経済的負担を軽減するため、生徒の保護者が
本来負担すべき給食材料費を公費負担することで保護者
の負担軽減を図る。小学校給食費について令和8年度から
実質無償化されることに合わせ、中学校給食費についても
無償化することで子育て世帯への公平な支援とする。
②令和8年4月以降の給食費について、材料費を公費負担
する。
③中学校（支援学校中学、高等部含む）給食材料費390円
/食×274,742食＝107,149,380円（107,149千円）。その他
（C）欄の額は、事業費が交付限度額を超えるため一般財
源で対応するもの。
④南魚沼市教育委員会を通じて、在学する生徒の保護
者。対象には教職員、給食センター職員の給食費は含ま
ない。

R8.4 R9.3

3
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

小学校給食費無償化事業（R8物価高
騰対応）

①物価高騰により家計に特に大きな影響を受けている子
育て世帯の経済的負担を軽減するため、児童の保護者が
本来負担すべき給食材料費を公費負担することで保護者
の負担軽減を図る。令和8年度からの給食費負担軽減交
付金と材料費の差額を公費負担することで小学校給食費
を無償化する。
②令和8年4月以降の給食費について、給食費負担軽減交
付金による支援を踏まえ、国県の基準額に基づく支援額を
超える部分に対して重点支援地方交付金を充当する。
③小学校（支援学校小学部含む）給食センター分：材料費
340円/食×397,974食＝135,311,160円、自校給食分：材料
費352円/食×64,700食＝22,774,400円、合計158,085,560
円（158,086千円）。その他（C）欄の額は、給食費負担軽減
交付金132,858千円、一般財源13,328千円。
④南魚沼市教育委員会を通じて、在学する児童の保護
者。対象には教職員、給食センター職員の給食費は含ま
ない。

R8.4 R9.3

4
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

保育園等副食費無償化事業（R8物価
高騰対応）

①物価高騰により家計に特に大きな影響を受けている子
育て世帯の経済的負担を軽減するため、市内保育施設に
在籍する児童及び市内に住所を有する児童（管外保育委
託児）の副食費を公費負担または補助する。
②令和8年4月から令和9年2月分までの副食費について、
月あたり5,100円（公定価格と同額）を公立園は公費で負担
し、私立園には補助金を交付する。
③公立園：賄材料費として公費負担。対象児童453人×
5,100円×11月＝25,413,300円。私立園：補助金として施設
に交付。対象児童449人×5,100円×11月＝25,188,900円。
計50,602,200円（50,602千円）。
その他（C）欄の額は、事業費が交付限度額を超えるため
一般財源で対応するもの。
④市内保育施設（公立、指定管理、公私連携、私立）の運
営事業者及び管外保育委託の運営事業者を通じて在籍
する児童の保護者。対象者には職員を含まない。

R8.4 R9.2

5
⑩地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

スキーリフト券市民割引事業（R8物価
高騰対応）

①エネルギー価格の高騰、物価高による市民の余暇への
消費抑制により、事業運営に大きな影響を受けている市内
の索道事業者（スキー場）を支援するため、市民向けのリ
フト割引券を発行して市民のスキー場利用を促し、事業運
営の継続を図る。
②南魚沼市スキー場協議会に対するリフト券割引相当額
の補助金交付
③スキーリフト券割引額2,000円/枚×7,500枚＝15,000千
円、事務費（振込手数料）200千円、合計15,200千円
その他（C）欄の額は、事業費が交付限度額を超えるため
一般財源で対応するもの。
④南魚沼市スキー場協議会を通じて市内の索道事業者

R8.12 R9.3
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